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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第３四半期累計期間
第51期

第３四半期累計期間
第50期

会計期間
自2022年１月１日
至2022年９月30日

自2023年１月１日
至2023年９月30日

自2022年１月１日
至2022年12月31日

売上高 （千円） 9,653,147 10,524,600 13,172,532

経常利益 （千円） 1,146,622 976,125 1,396,661

四半期（当期）純利益 （千円） 844,555 701,249 1,017,053

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） 199,804 105,838 247,401

資本金 （千円） 2,097,429 2,109,809 2,099,181

発行済株式総数 （株） 10,475,710 10,497,450 10,478,710

純資産額 （千円） 13,741,825 14,059,139 13,926,598

総資産額 （千円） 19,242,531 19,733,853 19,976,404

１株当たり四半期（当

期）純利益
（円） 82.34 67.94 99.08

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益
（円） 82.20 67.87 98.92

１株当たり配当額 （円） － － 60.00

自己資本比率 （％） 71.3 71.2 69.6

 

回次
第50期

第３四半期会計期間
第51期

第３四半期会計期間

会計期間
自2022年７月１日
至2022年９月30日

自2023年７月１日
至2023年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 23.84 12.45

　（注）当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 また、関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1)　財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期累計期間における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の５類感染症への変更を受け、社

会活動が回復し活発化しております。また、2026年に向けて半導体増産計画による半導体及び関連する材料・電

子部品産業の工場設置及び製造設備への投資等の計画が継続しております。一方で、原材料価格の高止まり及び

燃料費・人件費高騰等によるコスト増加に加え、世界各地における紛争の長期化や新たな発生等により、先行き

につきましては引き続き動向を注視する必要があります。

　当社における事業環境は、各種部品の供給停滞による影響がほぼ解消し、顧客希望納期への対応は改善してお

ります。また、海外提携会社との技術交流が回復し活発化しております。

　電子工業分野では、半導体関連の製造装置メーカー、電子材料関連及び電子部品メーカーのクリーンエアーシ

ステムの設備導入計画が活発であり、受注残は高水準で維持しております。一方、バイオロジカル分野において

は、感染症研究用及び再生医療分野の細胞加工用クリーンルーム、製薬分野では工場及び研究施設への設備投資

が拡大しております。

　営業面におきましては、2023年１月に熊本県熊本市東区に開所した「熊本出張所」は、若干名を増員し熊本地

区の営業及び物流倉庫の拠点として順調に稼働しております。さらに、2023年４月に静岡県富士市に開所した

「静岡出張所」及び「静岡サービスセンター」につきましても、地元へ密着した活動を本格的に進めておりま

す。また、展示会については、第25回インターフェックス Week 東京（７月５日～７月７日、東京ビッグサイ

ト）にて安全キャビネット等の新製品及びオールインワンクリーンルーム等を紹介しました。「第８回 オーガ

ニックライフスタイルEXPO2023」（９月14日～９月16日、東京都立産業貿易センター）では、「DACシステム搭

載型ハイブリッド空気清浄機」（株式会社レブセルとの共同開発品）を出品し、SDGs及び脱炭素の取組みを紹介

しております。

　当社の脱炭素社会実現への総合的な取組みにつきましては、サステナビリティ委員会にて「TCFD提言」に基づ

いた気候関連財務情報を2023年２月14日に開示しておりますが、今後、GHG 排出量の算定をより精緻なものとす

るための取組を進めており、GHG 排出量削減に関する指標と目標を設定する予定です。加えて、重要なリスクと

機会に示した７つの事項についても、指標と目標の検討を進め、適宜開示する予定です。また、2023年３月30日

の発行決議による従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブとしての新株式の発行に伴い、６月23日に

13,740株の発行を完了しております。

　なお、当社は2023年８月14日に開示しました「プライム市場の上場維持基準への適合状況並びにスタンダード

市場への選択申請及び適合状況のお知らせ」に記載のとおり、スタンダード市場への選択申請を同日付けで株式

会社東京証券取引所へ提出しております。その理由といたしましては、プライム市場の上場維持基準を充たして

いないままプライム市場への上場を維持した場合に起こりうる経過措置終了後の上場廃止リスクを回避すること

及び現状の体制基盤を充実させ今後より一層の企業価値拡大を図ることが、全てのステークホルダーの皆様への

還元が可能になると総合的に判断したことによるものです。この市場区分変更の決定により、2021年12月16日に

提出した「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書」の内容を踏襲しつつ、新たな経営方針、戦略を加

味した「新中期経営計画（2024年度～2028年度）」を検討・策定しており本年中に開示する予定です。今後も高

いガバナンス水準の維持や積極的な情報開示に努めるとともに、持続的な成長と企業価値の向上に取組んでまい

ります。

 

 ①　経営成績

　製品別の販売状況は、主にバイオ分野向けの「クリーンルーム」及び「フィルターユニット」「エアーシャ

ワー」等の半導体・電子工業分野向け製品が増加しました。また、「クリーンパーティション」「陰圧ユニッ

ト」「安全キャビネット」等の感染症対策製品が減少しました。

　収益面におきましては、原価率の高い「クリーンルーム」等の販売が増加し、各種経費の増加もあり前年同期

比で増収減益となりました。

　以上の結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高105億24百万円（前年同期比9.0％増）、営業利益６億65

百万円（同20.8％減）、経常利益９億76百万円（同14.9％減）、四半期純利益は７億１百万円（同17.0％減）と

なりました。
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② 財政状態

　当第３四半期会計期間末における総資産は197億33百万円と前事業年度末に比べ２億42百万円(1.2％）の減少

となりました。

　当第３四半期会計期間末における資産、負債及び純資産の状況とそれらの内訳は次のとおりであります。

（資産）

　流動資産は138億56百万円であり、前事業年度末に比べ８億88百万円(6.0％）の減少となりました。主な内訳

は、現金及び預金９億85百万円の減少、受取手形、売掛金及び契約資産54百万円の減少、電子記録債権74百万円

の増加及び棚卸資産78百万円の増加となります。

　固定資産は58億76百万円であり、前事業年度末に比べ６億46百万円(12.4％）の増加となりました。主な内訳

は、土地（埼玉県草加市）２億46百万円の増加、その他有形固定資産１億71百万円の増加及び投資その他の資産

２億44百万円の増加となります。

（負債）

　当第３四半期会計期間末における負債は56億74百万円であり、前事業年度末に比べ３億75百万円(6.2％）の減

少となりました。

　流動負債は48億51百万円であり、前事業年度末に比べ２億32百万円(4.6％）の減少となりました。主な内訳

は、支払手形及び買掛金等の仕入債務２億11百万円の減少となります。

　固定負債は８億23百万円であり、前事業年度末に比べ１億43百万円(14.8％）の減少となりました。主な内訳

は、長期借入金71百万円の減少及び退職給付引当金50百万円の減少となります。

（純資産）

　純資産は140億59百万円であり、前事業年度末に比べ１億32百万円(1.0％）の増加となりました。主な内訳

は、譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行による資本金、資本剰余金各７百万円の増加、「信託型従業員持

株インセンティブ・プラン(E-Ship®)」において、「日本エアーテック従業員持株会専用信託」が保有する当社

株式34百万円の減少、配当金６億24百万円の支出による減少及び四半期純利益７億１百万円の計上による増加と

なります。
 
(2)　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

 

(3)　研究開発活動

　当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は１億59百万円であります。なお、当第３四半期累計期間

において、当社の研究開発活動の促進を図るため、研究所員を３名から６名に増員しております。

　新製品として「清浄度モニタリング連携式風量自動制御型クリーンブース」、「新型クリーンモニター」、

「新型クリーンオーブン」、「新型採痰ブース」、「オゾン消臭除菌ストッカー」及び「DACシステム搭載型ハ

イブリッド空気清浄機」（CO２吸着フィルター付、株式会社レブセルとの共同開発）のサンプル出荷品も上市し

ました。

　研究においては、更なる省エネルギー化を目標とした高効率の送風機の研究及び滅菌技術を用いた製品開発等

に取組んでおります。

 

(4)　生産、受注及び販売の実績

　当第３四半期累計期間において、生産面におきましてはパワー半導体関連部品の供給不足による影響はほぼ解

消され、幅広い製品分野において仕様及び納期等の顧客対応も改善いたしました。一方で原材料価格、燃料費の

高騰及び当社を含むサプライチェーン全体における人的資本への投資による人件費増加等の要因が継続しており

ます。その対応として販売価格改定を複数回実施しておりますが、価格転嫁時期のギャップ等の要因も加わり原

価率が増加しております。引き続き、原価低減及び受注価格の向上に注力しております。

　草加工場近隣に取得した土地（約1,750㎡）の活用に向け、太陽光発電設備を有するZEB_Ready仕様の３階建屋

（延べ床面積2,520㎡）の設計・施工を2023年６月に契約しました。2024年末を目途として倉庫及び事務所等を

建設し、竣工後は草加工場機能を一部移転することで草加工場の建替えを進め、生産能力を向上させる計画が進

行しております。

　半導体及び関連する材料・電子部品産業の設備投資に伴うクリーンエアーシステムの受注は堅調です。感染症

対策機器の受注は昨年より既に減少に転じておりますが、一定程度の販売が継続しております。その結果、全体

の受注残高は第２四半期末に比べやや増加しております。
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(5)　経営成績に重要な影響を与える要因

　「第２　事業の状況　１　事業等のリスク」をご参照下さい。
 
(6)　資本の財源及び資金の流動性についての分析

　2023年３月30日開催の臨時取締役会決議に基づき、従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブとしての

新株式の発行による増加、並びにストック・オプションの行使による増加に伴い、当第３四半期累計期間におい

て資本金が10百万円、資本剰余金が12百万円それぞれ増加し、当第３四半期会計期間末において資本金が21億９

百万円、資本剰余金が21億58百万円となっております。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月14日）

(注)１．２

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 10,497,450 10,500,450

株式会社

東京証券取引所

スタンダード市場

(注)３

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は

100株であり

ます。

計 10,497,450 10,500,450 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、2023年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。

２．発行済株式のうち68,950株は、譲渡制限付株式報酬として、金銭報酬債権合計79,208千円を出資の目的

とする現物出資により発行したものです。

３．市場区分の再選択により、2023年10月20日付で東京証券取引所　プライム市場から変更しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千
円）

資本準備金残
高（千円）

2023年７月１日～

2023年９月30日

（注）

1,000 10,497,450 584 2,109,809 583 2,117,155

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2023年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

   2023年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式
普通株式 62,300

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,411,500 104,115 同上

単元未満株式 普通株式 22,650 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  10,496,450 － －

総株主の議決権  － 104,115 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権の数２個）

含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義所有

株式数

(株)

他人名義所

有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合(％)

日本エアーテック株式会社
東京都台東区入
谷一丁目14番９
号

62,300 － 62,300 0.59

計 － 62,300 － 62,300 0.59

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2023年７月１日から2023年９

月30日まで）及び第３四半期累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

監査法人アンビシャスによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
 当社は、子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2022年12月31日)
当第３四半期会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,365,019 5,379,908

受取手形、売掛金及び契約資産 4,368,479 4,314,436

電子記録債権 1,442,664 1,517,507

有価証券 586 679

商品及び製品 1,179,158 1,207,896

仕掛品 673,923 558,434

原材料及び貯蔵品 640,807 806,020

その他 75,301 74,225

貸倒引当金 △122 △2,153

流動資産合計 14,745,817 13,856,956

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,226,684 2,472,750

その他 2,136,846 2,308,304

有形固定資産合計 4,363,531 4,781,054

無形固定資産 65,925 49,753

投資その他の資産   

その他 801,247 1,046,206

貸倒引当金 △117 △117

投資その他の資産合計 801,130 1,046,089

固定資産合計 5,230,586 5,876,897

資産合計 19,976,404 19,733,853

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,025,751 940,230

電子記録債務 2,465,637 2,340,114

短期借入金 280,000 280,000

１年内返済予定の長期借入金 69,790 54,756

未払法人税等 125,064 135,771

製品保証引当金 13,148 38,793

賞与引当金 111,697 283,976

受注損失引当金 7,067 15,235

その他 984,987 762,231

流動負債合計 5,083,142 4,851,108

固定負債   

長期借入金 304,575 232,847

退職給付引当金 614,031 563,603

債務保証損失引当金 16,176 －

その他 31,880 27,155

固定負債合計 966,662 823,605

負債合計 6,049,805 5,674,714
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2022年12月31日)
当第３四半期会計期間
(2023年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,099,181 2,109,809

資本剰余金 2,145,235 2,158,010

利益剰余金 9,835,389 9,911,903

自己株式 △185,261 △147,514

株主資本合計 13,894,544 14,032,209

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 8,552 14,409

評価・換算差額等合計 8,552 14,409

新株予約権 23,501 12,519

純資産合計 13,926,598 14,059,139

負債純資産合計 19,976,404 19,733,853
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年９月30日)

売上高 9,653,147 10,524,600

売上原価 7,240,556 8,077,423

売上総利益 2,412,590 2,447,177

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 362,797 351,543

役員報酬 56,026 55,310

給料 410,680 414,104

貸倒引当金繰入額 △15,344 2,205

賞与引当金繰入額 77,913 72,868

退職給付費用 21,428 22,883

製品保証引当金繰入額 5,167 25,645

その他 653,576 837,094

販売費及び一般管理費合計 1,572,246 1,781,656

営業利益 840,344 665,521

営業外収益   

受取利息 315 640

受取配当金 265,457 245,642

その他 81,300 76,422

営業外収益合計 347,072 322,705

営業外費用   

支払利息 2,535 1,213

債務保証損失引当金繰入額 13,886 －

外国源泉税 17,568 8,341

その他 6,804 2,546

営業外費用合計 40,795 12,101

経常利益 1,146,622 976,125

特別利益   

新株予約権戻入益 2,765 8,309

特別利益合計 2,765 8,309

税引前四半期純利益 1,149,387 984,435

法人税、住民税及び事業税 375,483 324,810

法人税等調整額 △70,651 △41,624

法人税等合計 304,832 283,185

四半期純利益 844,555 701,249
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用

することといたしました。これにより、四半期財務諸表に与える重要な影響はありません。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引について）

　当社は、2021年12月24日開催の取締役会において、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのイ

ンセンティブの付与を目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」（以下、「本プ

ラン」という。）を導入しております。

(1) 取引の概要

　本プランは、「日本エアーテック従業員持株会」（以下、「持株会」という。）に加入するすべての従業員を

対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「日本エアーテック従業員持株会専

用信託」（以下、「従持信託」という。）を設定し、従持信託は、設定後５年間にわたり持株会が取得すると見

込まれる数の当社株式を予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却が行

われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が

残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するため

の借入に対し保証することになるため、当社株価の下落により従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終

了時点において従持信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、当社が当該残債を弁済することに

なります。

　また、本プランの信託契約日は2021年12月24日であり、信託の終了は2026年12月29日を予定しております。

(2) 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、108,133千円、86,300株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　当第３四半期会計期間　119,550千円

(4) 債務保証損失引当金の計上

　本プラン終了時に、信託財産に係る債務残高が残る場合に備え、損失負担見込額を計上しております。
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 2022年１月１日
至 2022年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自 2023年１月１日
至 2023年９月30日）

減価償却費 111,600千円 137,117千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

１.配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資  

2022年３月29日

定時株主総会
普通株式 518,909 50.0

2021年

12月31日

2022年

３月30日
利益剰余金  

 

２.株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

１.配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資  

2023年３月30日

定時株主総会
普通株式 624,735 60.0

2022年

12月31日

2023年

３月31日
利益剰余金  

（注） 2023年３月30日定時株主総会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する当社株式に

対する配当金6,828千円が含まれております。

 

２.株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（持分法損益等）

 
前事業年度

（2022年12月31日）
当第３四半期会計期間
（2023年９月30日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 134,741 134,741

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 385,856 357,086

 

 
前第３四半期累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年９月30日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 199,804 105,838

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、クリーンエアーシステム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

　前第３四半期累計期間（自 2022年１月１日 至 2022年９月30日）

　財又はサービスの収益認識の時期別

（単位：千円）

 報告セグメント

 クリーンエアーシステム事業

一時点で移転される財又はサービス 7,907,927

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 1,745,220

顧客との契約から生じる収益 9,653,147

その他の収益 －

外部顧客への売上高 9,653,147

 

　当第３四半期累計期間（自 2023年１月１日 至 2023年９月30日）

　財又はサービスの収益認識の時期別

（単位：千円）

 報告セグメント

 クリーンエアーシステム事業

一時点で移転される財又はサービス 8,241,592

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 2,283,008

顧客との契約から生じる収益 10,524,600

その他の収益 －

外部顧客への売上高 10,524,600
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年９月30日）

(1) １株当たり四半期純利益 82円34銭 67円94銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（千円） 844,555 701,249

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 844,555 701,249

普通株式の期中平均株式数（株） 10,256,988 10,321,576

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 82円20銭 67円87銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 17,239 10,730

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益の算定に含めなかった

潜在株式で、前事業年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）当社は、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」を導入しております。「日本エアー

テック従業員持株会専用信託」が保有する当社株式については、財務諸表において自己株式として計上して

おり、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。（前第３四半期累計期間 134,670株、当第３四半期累計期間 100,203株）

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

２０２３年１１月１４日

日本エアーテック株式会社

取締役会　御中

 

監査法人アンビシャス

東京都台東区

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 今 津　邦 博

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 田 中　昭 仁

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本エアーテッ

ク株式会社の2023年１月１日から2023年12月31日までの第51期事業年度の第３四半期会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第３四半期累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本エアーテック株式会社の2023年９月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期

財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・ 　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認

められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１.　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２． XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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